平成23年第４回奥多摩町議会定例会連合審査会会議録
1.　平成23年12月12日午前10時00分、第４回奥多摩町議会定例会連合審査会が奥多摩町議会議場に招集された。
2.　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　石田　芳英君　　第２番　宮野　　亨君　　第３番　高橋　邦男君

　　　　第４番　原島　幸次君　　第５番　杉村　良一君　　第６番　村木　征一君

　　　　第７番　師岡　伸公君　　第８番　酒井　正利君　　第９番　須崎　　眞君
　　　　第10番　竹内　和男君　　第11番　清水　典子君　　第12番　前田　悦男君

3.　欠席議員は次のとおりである。
　　　　な　し
4.　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

5.　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　大野　　尚君　　議会係長　浅見　隆久君

6.　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。
　　　　町　　　　　長　河村　文夫君　　副　 町 　長　村木　義雄君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　加藤　一美君

　　　　企画財政課主幹　清水　信行君　　総務課長　原島　　肇君

　　　　住民課長　浜野　武雄君　　福祉保健課長　若菜　伸一君
　　　　観光産業課長　加藤　博士君　　地域整備課長　宮田　昭治君
　　　　教育課長　井上　永一君　　病院事務長　川村　文雄君

平成23年第４回奥多摩町議会定例会
連　合　審　査　会　議　事　日　程

平成23年12月12日（月）

午前10時00分開会・開議

	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　　果

	１
	――
	議長開会・開議宣告
	――

	２
	――
	会期の決定について
	決　　定

	３
	議案第59号
	平成23年度奥多摩町一般会計補正予算（第２号）
	可決すべきもの

	４
	議案第60号
	平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第２号）
	可決すべきもの

	５
	議案第61号
	平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）
	可決すべきもの

	６
	議案第62号
	平成23年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算

（第１号）
	可決すべきもの

	７
	議案第63号
	平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第２号）
	可決すべきもの

	８
	議案第64号
	　平成23年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計補正予算（第１号）
	可決すべきもの


（閉会　午前11時32分）
午前10時00分　開会・開議

○議長（清水　典子君）　皆さん、おはようございます。これより本日の連合審査会を開会、開議します。

　本日の出席委員は11名です。直ちに会議を開きます。

　初めに、日程第２　会期の決定について、を議題とします。

　お諮りします。本審査会の会期については本日１日限りとしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、本審査会の会期は本日１日限りと決定しました。

本日の連合審査会は、お手元に配付してある日程表のとおり、12月９日の本会議第１日に付託された日程第３　議案第59号　平成23年度奥多摩町一般会計補正予算（第２号）及び日程第４　議案第60号　平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第２号）、日程第５　議案第61号　平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）、日程第６　議案第62号　平成23年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算（第２号）、日程第７　議案第63号　平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第２号）、日程第８　議案第64号　平成23年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計補正予算（第１号）、以上６件について常任委員会合同で審査を行います。

　審査を行う前に各課長にお願いします。説明は、自席に着席したままで簡潔に行っていただくようお願いします。

　初めに、議案第59号について、各課長から順次所管の説明を求めます。企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　それでは、一般会計補正予算書の６ページをご覧ください。歳入でございます。

　地方特例交付金134万5,000円の増、次の地方交付税２万7,000円の増は、いずれも確定によるものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　国庫支出金、民生費国庫補助金5,000円の増額は、児童福祉費補助金で、次世代育成支援対策事業交付金の増を見込むものです。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の総務費都補助金６万円減は、確定によるものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次の民生費都補助金2,525万5,000円の増額は、社会福祉費補助金で2,125万5,000円を増額するもので、高齢社会対策包括補助事業補助金15万5,000円の増額は、救急医療情報キット支給事業に要する費用10万円に対し、２分の１の５万円を、奥多摩の福祉（高齢者編）作成事業費21万円に対し、２分の１の10万5,000円を見込むものです。

次の地域支え合い体制づくり事業補助金2,110万円の増は、コミュニティ施設整備事業費として補助率10分の10で見込むものです。内容につきましては、歳出の地域振興費で企画財政課長よりご説明申し上げます。

次の児童福祉費補助金400万円の増額は、子ども手当支給事務効率化促進事業補助金を補助率10分の10で見込むものです。

次の衛生費都補助金は１万円を減額するもので、保健衛生費補助金で、医療保健政策包括補助事業補助金15万6,000円の減額は、食育推進事業に要する財源の組替えを行ったことによるものです。

７ページをお開きください。

１行目の区市町村食育推進活動支援事業費補助金14万6,000円の増額は、ただいまの財源組替により新たに見込むものです。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の農業水産業費都補助金の75万円の増額でございますが、後ほど19ページでご説明いたします。

活性化プロジェクト支援交付金事業に対する補助金、補助率４分の３に相当する金額を計上するものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の土木費都補助金3,876万6,000円の減につきましては、市町村土木費補助金で、説明欄にございます３行目の松葉穴沢線と６行目の髙畑天神林線は、用地交渉が難航しているため、今年度の事業を見送りとしまして、８行目以降の大丹波入屋ヶ谷線、大丹波秩父線、下り峰線の道路整備を追加しておりますが、差し引き3,876万6,000円の減を見込むもので、その他の事業につきましては、額の確定によるものでございます。

○教育課長（井上　永一君）　次に、教育費都補助金でございますが、380万3,000円の追加でございます。

　教育総務費補助金でスクールソーシャルワーカー活用事業補助金として、町の小中学校４校のうち東京都からスクールカウンセラーの配置をされていない氷川小学校へ、当初予算でご決定いただき臨床心理士を配置しておりますが、その費用が補助対象となり46万8,000円、次の中学校費補助金では、９月補正予算でご決定いただきました福島県から町内へ避難し、古里中学校へ通学している生徒３名に対する就学支援等事業が補助対象となったことから26万5,000円、次の保健体育費補助金262万5,000円につきましては、第68回国民体育大会に関する費用について、競技施設整備費補助金として、自転車ロードレースコースの設計に要する経費に対する補助金として236万2,000円を、競技普及啓発事業費補助金として、国民体育大会の普及啓発としてふれあいまつり等で配布いたしました啓発グッズ等の経費として補助率５分の４で26万3,000円を、次のページの小学校費補助金につきましては、中学校費補助金と同様、福島県から避難している児童８名に対する就学援助事業費が補助対象となり44万5,000円をそれぞれ追加するものでございます。

○総務課長（原島　　肇君）　項03都委託金になります。

　総務費委託金は、５万円を追加するものですが、事業の確定によるものです。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の財産貸付収入13万6,000円の増は、町有地への携帯電話アンテナ設置に伴うものと、旧99カ年地上権山林内にありますワサビ田貸地が１件増えたものでございます。

　次の一般寄付金606万円の増は、現在までの一般寄付金106万円と、奥多摩湖愛護会からの500万円を見込んだものです。

　なお、奥多摩湖愛護会からの500万円の寄附の趣旨につきましては、この後の歳出のところで説明をさせていただきます。

　次の介護保険特別会計繰入金87万8,000円の減は、繰入金の減に伴うものでございます。

　次の財政調整基金繰入金6,000万円の増、次の公共施設整備基金繰入金1,000万円の増、次の９ページの観光施設等整備基金繰入金2,300万円の増は、いずれも財政調整によるものでございます。

　次の実費徴収金８万8,000円の増は、町有施設内に建設された携帯電話アンテナの電気料に伴うものでございます。

　以上で歳入の説明を終わります。

○総務課長（原島　　肇君）　次の10ページから歳出に入りますが、その前に人件費について総括的説明をさせていただきます。補正予算書の28ページをお開きください。

給与費明細書の特別職でございます。最下段の比較の欄をご覧ください。

長等及び議員欄に変更はありません。その他報酬の欄の10万6,000円の増は、廃棄物減量等推進審議会の会議開催増による委員報酬の増が主なものです。

　次ページをお願いします。一般職になります。

　上の欄の上から３行目の比較の欄ですが、職員数に変更はありません。

給与費の給料は164万2,000円の減、職員手当は344万9,000円の増、１つ飛ばした共済費は変更なし、合計で180万7,000円の増となります。給料の減は、職員が育児休業に入ったため減となったものです。下段の職員手当の内訳のうち、地域手当、超過勤務手当の増は、それぞれ精査したための増額、通勤手当、期末勤勉手当、退職手当組合負担金の減は、育児休業職員にかかる減が主なもの、子ども手当の減は、支給額の引き下げに伴う減となります。

以上で給与費明細書の説明を終わります。

10ページにお戻りください。歳出に入ります。

議会費の議会事務局費は、１万円の増で、人件費の調整でございます。

総務費に入ります。総務管理費の一般管理費は282万7,000円を増額するものですが、人件費の調整と、委託料では、職員採用試験委託料を追加するものでございます。

　広報費は、92万1,000円を追加するものですが、広報おくたまの増ページによる印刷製本費の増となります。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の財産管理費につきましては、財源組替でございます。

次の地域振興費5,623万1,000円の増は、次の11ページをご覧ください。初めにコミュニティ施設管理費13万1,000円の増は、各地域にございます生活館の修繕等に対する補助金の増でございます。

次のコミュニティ施設整備事業費2,110万円の増は、工事費は1,008万円の増で、これは先ほど歳入で福祉保健課長から説明のありました地域支え合い体制づくり事業補助金を活用して、町内にございます全29の生活館のうち18の生活館にエアコンがないため、新たにエアコンを設置するものです。なお、東京都からの補助率は100％となります。

次の備品購入費1,102万円の増は、同じ事業を活用して、町内全29の生活館に燃料型の小型非常用発電機と投光機１台をそれぞれ配備するものでございます。なお、東京都からの補助率は100％となります。

今回のこれら事業につきましては、3.11の東日本大震災を踏まえまして、今後の万一の災害時に備えて住民皆様の安全安心を図るため、生活館機能を充実させるものでございます。

　次の地域振興対策事業費3,500万円の増は、（仮称）小河内振興財団設立のための出捐金であります。これは、平成20年12月１日より、公益法人制度改革三法が施行されまして、社団法人奥多摩湖愛護会は、平成25年11月30日までに引き続き公益法人の認定を受けるか、それが無理な場合は一般社団法人に移行するか、あるいは解散するかの三者択一を選択しなければならなくなりました。この法律は、近年、公益法人の多くが収益事業をするようになりまして、公益性が失われ、その上で税を優遇されているということから改正されたものでございます。

奥多摩湖愛護会が引き続き公益認定を受けるには、法律が指定します23の公益事業に収益の50％以上を支出していることが条件となりますけれども、現状の愛護会の財務内容では公益認定が不可能であり、また、一般社団法人への移行についても小河内地域の過疎と高齢化で毎年の会費の徴収が困難な状況にあります。このため、残る方法として、愛護会を解散し、愛護会の定款によりまして、その会の財産を町に寄贈し、新たに町が基本財産を出捐して（仮称）小河内振興財団を設立することで、愛護会が行ってきた事業を継承するとともに、小河内地域の振興と住民の雇用の確保を図るものであります。このため、今回、奥多摩湖愛護会より、この財団の基本財産の一部に充ててほしいということで500万円の寄附をいただきましたので、これに町で3,000万円を足して3,500万円を（仮称）小河内振興財団の基本財産とするものです。

この（仮称）小河内振興財団設立の設立時期は、平成24年２月ごろを予定しており、平成24年４月から都や町からの受託事業は、新たな財団が受託できるよう対応してまいります。

また、愛護会の解散時期は、平成23年度の決算ができる平成24年６月予定の総会で、会員の同意をもって解散となります。現在、町と愛護会とで新財団設立準備委員会を設置しまして、財団の定款の整理並びに愛護会の解散に向けて監督官庁と調整を行っておりますのでご理解ください。

○総務課長（原島　　肇君）　車両費の車両管理費は、９万5,000円を追加するものですが、需用費の消耗品では庁用車のタイヤ購入を、役務費では自賠責保険料の改定による増額となります。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の交通安全対策費、交通安全施設等整備事業費の270万円の減につきましては、日向人道橋の額の確定によるものです。

○総務課長（原島　　肇君）　防犯対策費の防犯対策費では2,000円を追加するものですが、役務費で子ども110番の家協力家庭増による災害保険料の増額となります。

　次ページをお願いいたします。徴税費の税務総務費は１万6,000円の減、戸籍住民基本台帳費の戸籍住民基本台帳費は254万1,000円の減となりますが、いずれも人件費の調整でございます。

　統計調査費、指定統計費の経済センサス調査費は５万8,000円を追加するものですが、事業の確定によるものです。この調査は、４名の調査員で321の事業所を１月から２月にかけて調査をいたします。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　13ページをお開きください。民生費でございます。

　社会福祉総務費では、社会福祉協議会補助事業費２万7,000円の増額は、過年度補助金の額の確定に伴う返還金です。

　国民健康保険事業費２万4,000円の減額は、職員手当等の減によるものです。

次の老人福祉費では、高齢者福祉地域支援費の41万8,000円の増額は、需要費で消耗品費２万8,000円の増、役務費の通信運搬費等で救急医療情報キット支給関係郵券代28万2,000円の増、償還金・利子及び割引料で過年度都補助金返還金10万8,000円の増をそれぞれ見込むものです。

次の高齢者緊急通報システム事業費の12万3,000円の増額は、過年度都補助金の額の確定に伴うものでございます。

14ページをお開きください。高齢者火災安全システム事業費の20万8,000円の増額、以下、次の高齢者自立支援住宅改修給付事業費132万3,000円の増額、高齢者自立支援日常生活用具給付事業費の３万円の増額、老人性白内障特殊眼鏡等費用助成事業費の２万5,000円の増額、高齢者外出支援サービス事業費の42万6,000円の増額までは、いずれも償還金・利子及び割引料で過年度都補助金の額の確定に伴う返還金です。

次の介護保険特別会計繰出事業費１万円の減額は、職員人件費の所要額の減により介護保険特別会計への繰出金の減を見込むものです。

　次の心身障害者福祉費では、心身障害者福祉費１万4,000円の増額は、償還金・利子及び割引料で過年度都補助金の額の確定に伴う返還金です。

15ページをお開きください。障害者自立支援事業費1,587万8,000円の増額は、委託料で第３期障害福祉計画策定委託料14万5,000円の減、第３期障害福祉計画冊子作成業務委託料20万円の増、障害者福祉総合システム改修委託料588万円の増、負担金・補助及び交付金では、活動団体補助金11万4,000円の増、扶助費では、施設訓練費等支援費1,322万9,000円の減、居宅介護費70万円の減、共同生活介護給付11万4,000円の増、共同生活援助・共同生活介護利用者家賃助成18万円の減、生活介護1,373万2,000円の増、施設入所支援584万7,000円の増、自立訓練費（生活訓練）157万5,000円の増、グループホーム・ケアホーム補足給付費15万円の増を見込むもので、いずれにつきましても障害者自立支援法の新法移行に伴うサービス内容の変更による増減でございます。

次の償還金・利子及び割引料252万円の増額は、過年度国都補助金及び負担金の額の確定に伴う返還金です。

次の障害者自立支援医療事業費46万2,000円の増額も、償還金・利子及び割引料で過年度国都負担金の額の確定に伴う返還金です。

次の障害者就労サポート事業費７万2,000円の増額も、償還金・利子及び割引料で過年度都補助金の額の確定に伴う返還金です。

16ページをご覧ください。自殺対策事業費９万9,000円の減額は、需用費で消耗品費３万3,000円の増額と印刷製本費でパンフレット等印刷費13万2,000円の減額を見込むものです。

次の児童福祉費、児童福祉総務費では児童福祉総務費１万6,000円の減額は、職員手当等で、子ども手当１万6,000円の減を、子ども手当事務費310万円の増額は、委託料で制度変更に伴うシステム改修費を見込むものです。

次の児童措置費の保育所措置費４万1,000円の増額は、印刷製本費で保育料納付書の印刷を見込むものでございます。

次の子ども家庭支援センター事業費は、職員手当費で子ども手当4,000円の減を、次の育児支援家庭訪問事業費１万円の増額は、新たに需用費で消耗品の購入を見込むものです。

○住民課長（浜野　武雄君）　17ページをお開きください。

　国民年金総務費10万円の増は、超過勤務手当の増でございます。

　保健衛生費、犬の登録と予防接種事業費52万5,000円の増は、犬の登録管理システムの構築料でございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　衛生費、１段戻っていただきまして、衛生費では、保健衛生総務費59万6,000円の増額は、職員手当等で超過勤務手当の所要額を、需用費では修繕費として保健センターの浄化槽揚水ポンプの交換19万6,000円を、委託料では難病医療相談員委託料20万円の増をそれぞれ見込むものでございます。

　予防費では、食育推進事業費の財源組替を行うものでございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　失礼しました。環境衛生総務費34万4,000円の増は、審議会の開催の増でございます。

　18ページをご覧ください。清掃費、清掃総務費３万6,000円の減は、手当の調整によるものでございます。

　ごみ処理事業費84万3,000円の減は、内訳として61万円の増は燃料費の増でございます。145万3,000円の減は、西秋川衛生組合分賦金の交付税確定によるものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の農林水産業費の農業委員会費11万8,000円の増額でございますが、法改正に伴う人件費分でございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の簡易給水施設管理費13万5,000円の増につきましては、峰浄水場の電気料10万円の増と、次の19ページの上段の委託料で町内５カ所の簡易水道の浄水の放射能の測定を見込んでおります。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の農業振興費の農業振興総務費でございますが、３万円を増額するもので、丹三郎直売所のレジスター保証期間終了に伴うものでございます。

　次の山村地域農林業振興事業費でございますが、平成24年度に予定しています海沢の体験農園のラウベ増設に伴い、国庫補助の活性化プロジェクト支援交付金事業を利用する予定でおりますが、この補助を受けるためには計画の策定が義務付けられております。この計画を策定するために必要な金額として、賃金を30万4,000円、消耗品費を22万9,000円、委託料を47万3,000円の合計100万6,000円の増額をお願いするものでございます。

　なお、歳入でもご説明しましたが、４分の３の75万円につきましては、補助金として計上させていただいております。

　次の山村振興事業費でございますが、当初予算で計上していました体験農園で使用する堆肥の取り扱いが消耗品となることから、需用費と原材料費の節間で10万円を増減するものでございます。

次の水産業総務費8,000円の増額でございますが、法改正に伴う人件費分でございます。

次のページ、商工費の観光総務費の30万円の増額につきましても、人件費分でございます。

次の観光施設費の581万円の増額でございますが、現在整備を進めております奥多摩温泉もえぎの湯の木質チップボイラーの燃料となる木質チップを運搬するダンプ形式の２トン車の購入費として560万円、購入に伴う登録初期費用や保険料、重量税を21万円新たに計上させていただくものでございます。

なお、その購入に際しまして、現在、東京都と交渉中ですが、10分の10の補助が使えないかということで話をさせていただいております。

以上でございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、款08の土木費になります。

　土木総務費の6,000円の減につきましては、説明欄の子ども手当の３万6,000円の減と、次の21ページの上段の燃料費３万円の増を見込むものでございます。

　次の道路維持費469万6,000円の増につきましては、18の備品購入費で450万円の除雪用のミニホイルダーを計上しております。町内の道路、それから道路の除雪、それから道路への土砂崩壊等の除去等につきまして、早期に対応できるよう使用するための計上でございます。

　戻りまして、12の役務費と、それから19の負担金・補助及び交付金につきましては、関連の経費になります。

　次の道路新設改良費、都補助道路新設改良事業費の4,495万9,000円の減につきましては、委託料で下段の大丹波入屋ヶ谷線と大丹波秩父線、下り峰線の委託料の追加と、髙畑天神林線の減になります。

　次の15の工事請負費の4,350万円減の主なものにつきましては、川井・松葉穴沢線の事業実施が、今年度、用地の関係で見込みが立たないため次年度に見送りということと、17の公有財産購入費414万6,000円の減、それから補償・補填及び賠償金の230万3,000円の減につきましても、同じく松葉穴沢線に関する減を見込むものでございます。

下段になります、住宅管理費118万4,000円の増につきましては、職員手当のほか、次の23ページの上段の町営住宅の修繕費100万円を見込むものでございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の下水道事業特別会計繰出事業費140万4,000円の減は、繰出金の減に伴うものでございます。

○総務課長（原島　　肇君）　款09消防費です。

非常備消防総務費は20万円の追加となりますが、人件費の調整です。

消防団費は840万4,000円を追加するものですが、役務費では、消防団員制服加工手数料で、階級異動による制服加工賃となります。５万8,000円の増です。

備品購入費では、夜間作業用のサーチライト購入で36万6,000円を追加するものです。

負担金・補助及び交付金、市町村総合事務組合追加負担金の増、798万円の増で、これは東日本大震災による東北３県の消防団員の死者、行方不明者が251名となっており、公務災害補償に該当するもので、消防団員等公務災害補償等共済基金の準備金をもってもなお不足する約200億円の資金を、全国約90万人の消防団員の追加掛け金で賄うもので、今年度限りの引き上げとなります。

次ページをお願いします。消防施設維持管理費は15万7,000円を追加するものですが、防災無線個別受信機外部アンテナ設置手数料の増額を計上するものです。

○教育課長（井上　永一君）　次に、款の10教育費でございます。

項の１教育総務費です。事務局費でございますが、55万8,000円の増額につきましては人件費でございます。

教育指導費は、財源組替でございます。

次に項の２、小学校費です。

学校管理費の古里小学校管理費５万円の増額につきましては、備品購入費として管理用備品購入によるものです。

教育振興費の準要保護等児童就学援助事業費、準要保護等児童給食費補助事業費、次の25ページをお願いいたします。項の３中学校費となりますが、教育振興費の準要保護等生徒就学援助事業費、準要保護生徒給食補助事業費につきましては、それぞれ歳入でご説明いたしました福島からの避難児童への補助金ということで認められたことによる財源組替でございます。

次に項の４、給食費でございます。

給食管理費の13万5,000円の増額でございますが、職員手当等が人件費の調整、需要費の15万9,000円の増額につきましては、食器洗浄用洗剤など厨房用消耗品費でございます。

次に項の５、社会教育費でございます。社会教育総務費の47万6,000円の増額につきましては、人件費でございます。

文化会館管理費は30万円の増額となりますが、需用費で修繕費といたしまして文化会館施設修繕設備の修繕費を計上いたしまして、次の工事請負費につきましては、施設修繕等の一部で対応するため、空調設備改修工事費を100万円減額するものでございます。

26ページをお願いします。水と緑のふれあい館運営事業費の30万円の増額につきましては、備品購入費として、ふれあい館の施設管理用備品購入によるものでございます。

次の美術館費、美術館事業費は1,000円の減額でございますが、需用費の５万2,000円の増額、印刷製本費として５万2,000円を増額するものでございます。役務費の５万3,000円の減額につきましては、広告掲載料の減額によるものですが、当初予算で広告掲載料として計上いたしておりました特別展の案内用物品を、印刷製本費に組み替えたものでございます。

次に項の６、保健体育費です。

保健体育総務費でございますが、国民体育大会事業費につきまして、財源組替でございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、災害復旧費でございますけれども、今年度発生しました台風12号及び15号でのそれぞれの林道、町道、河川での災害復旧費を見込むもので、町単独林道災害復旧費の2,360万円につきましては、林道13路線での災害普及費、次のページの町単独道路橋梁災害復旧事業費990万円の増では13カ所、それから、河川災害復旧費につきましては、２カ所の災害復旧で170万円を、それぞれ見込むものでございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の予備費53万1,000円の増は、予算調整によるものでございます。

以上で一般会計補正予算の説明を終わります。

○議長（清水　典子君）　以上で議案第59号の説明は終わりました。

　次に、議案第60号についての説明を求めます。観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、議案第60号　平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第２号）につきましてご説明いたします。

　この特別会計は、町が指定管理者として管理運営を行っています東京都施設の奥多摩都民の森の事業を行うためだけに設けている会計でございます。

　歳入につきましては、東京都からの委託金と宿泊に伴う使用料、イベント参加者等からの実費徴収金などを計上しており、また、歳出につきましては、人件費や施設の維持管理費、各事業の実施に伴う必要経費などを計上していますが、歳入の範囲内で事業を行うことから、町からの持ち出しは原則としてございません。

　今回補正を行っておりませんが、山のふるさと村管理運営事業特別会計も、町が東京都の施設の指定管理者ということから、同様の考えで設けている会計でございます。

　それでは、５ページをお開き願います。

歳入でございますが、東京市町村自治調査会の事業であるみどり体験交流事業が９月に完了したことから、事業費が確定したことに伴い174万9,000円を減額するものでございます。

　次のページをお願いします。歳出でございますが、一般管理費につきましては職員手当等の増額に伴う人件費の調整を行うもので、補正による増減はございません。

事業費のみどり体験交流事業の174万9,000円の減額につきましては、事業の完了に伴い事業費が確定したことによるものでございます。

８ページをお開きください。給与費明細書でございますが、３行目、比較欄のとおり給与費の計として69万4,000円を増額するもので、内訳につきましては職員手当の内訳のとおりでございます。右の共済費につきましては、９万1,000円を減額するもので、合計では60万3,000円の増額となります。

以上で議案第60号の説明を終わらせていただきます。

○議長（清水　典子君）　以上で議案第60号の説明は終わりました。

　次に、議案第61号及び議案第62号についての説明を求めます。福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　初めに、議案第61号　平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）についてご説明をいたします。

　補正予算のご説明の前に、国民健康保険特別会計の制度と財政の仕組みにつきまして、基本的部分をご説明いたします。

　国民健康保険は、国民健康保険法に基づきまして、被保険者の疾病、負傷、出産または死亡に関して、医療費等の支給をする国民皆保険制度を支える根幹の医療保険で、主に市町村が運営をしております。

加入の対象者は、健康保険や共済保険などの職場の保険に加入している方やそのご家族、後期高齢者医療制度に加入している方などを除きまして、全員が強制的にその市町村の国民健康保険に加入することとなります。

町の被保険者数は、平成22年度平均で1,135世帯、1,878人であり、年度末で全体世帯に占める割合は39.3％、人口では30.5％を占めております。

この奥多摩町健康保険事業は、町が独自に運営する保険制度であり、一般会計とは区別をして特別会計を設けて独立採算で経理することと同法に定められております。

この特別会計の財政につきましては、まず歳出額といたしまして、保険給付に要する経費、後期高齢者支援金の納付に要する経費、介護納付金に要する経費、保健事業の運営に必要な経費、その他事業の管理運営に必要な経費を計上いたしまして、これら歳出額を賄うための歳入額といたしましては、国から交付される国庫支出金と都支出金が５割、残り５割は被保険者が負担する保険税を２大財源といたしまして運営されることが基本原則となっております。

国民健康保険は社会保障制度の一端を成すものであり、その基本原理は自己責任の原則によりまして、経費の負担に応ずる相互共済的な制度であるということから、適正で公平な保険税負担により健全な事業運営を図ることが大切であります。

本事業につきましては、12月16日、議会閉会後におきましてお時間をいただきましたので、改めて後期高齢者医療制度と含めまして説明をさせていただきます。

それでは、補正予算の内容につきましてご説明いたします。５ページをお開きください。歳入でございます。

療養給付費交付金1,139万9,000円の増額は、現年度分で、退職被保険者等療養給付費交付金が給付額の増に伴い1,088万9,000円の増を見込むものです。また、過年度分では、退職被保険者等療養給付費交付金は、平成22年度清算により51万円の増とするものです。

６ページをお願いします。歳出でございます。

　保険給付費では、療養諸費、退職被保険者療養給付費148万3,000円の増額は、負担金・補助及び交付金で、本年度上期実績による伸びを見込むものです。

　次の出産育児諸費、出産育児一時金42万円の増額も、今年度上期実績による伸びを見込むものでございます。

　次の葬祭費20万円の増額も、本年度上期実績に基づく伸びを見込むものです。

　次の後期高齢者支援金では、７ページをお開きください。後期高齢者支援金13万8,000円の増額、次の前期高齢者納付金5,000円の増額も、それぞれ見込額の増によるものです。

　次の共同事業拠出金は、高額療養費共同事業拠出金650万円の増額も、見込額の増によるものです。

次の諸支出金の一般被保険者保険税還付金30万円の増額は、償還金・利子及び割引料で、国保税一般分の返還金の増を見込むもので、次の８ページの償還金235万3,000円の増額は、平成22年度分の国都支出金及び療養給付費交付金の額の確定に伴う返還金です。

次に、議案第62号　平成23年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算（第２号）についてご説明いたします。

初めに、介護保険特別会計の制度と財政の仕組みにつきまして、基本的部分をご説明いたします。

介護保険制度は、介護保険法に基づき40歳以上の方全員を被保険者とした市町村が運営する強制加入の公的社会保障制度でございます。

介護保険の事業主体である市町村は、保険者として要介護認定、要支援認定にかかわる事業、保険給付、介護保険事業計画の策定、介護保険特別会計の執行管理、保険料の徴収に関する事務などを行っております。

この特別会計の財政につきましては、給付費のうち５割は公費、残り５割は40歳以上の第２号被保険者の保険料が３割、65歳以上の第１号被保険者の保険料２割で賄われております。

当町の平成22年度の運営状況は、65歳以上の第１号被保険者が2,213名で、総数では微増であったものの、内訳では75歳以上の後期高齢者が引き続き増加傾向にあります。

認定者数は382名で、うち介護サービス受給者数は、在宅サービスで152名、認知症高齢者グループホーム等の地域密着型サービスで８名、施設サービスで143名であり、当町の場合は施設サービスの受給者の割合が高いことが大きな特徴でございまして、受給者全体では高齢化の進行に伴い、引き続き増加傾向にございます。

それでは、補正予算の内容につきましてご説明いたします。

５ページをお開きください。歳入でございます。

繰入金のうち一般会計繰入金、その他一般会計繰入金１万円の減額は、職員人件費の所要額の減によるものです。

次の基金繰入金では、介護従事者処遇改善臨時特例基金繰入金といたしまして50万2,000円を見込むものです。

６ページをお願いします。歳出でございます。

総務費の一般管理費１万円の減額は、人件費で、給与等の所要額をそれぞれ見込むものです。

次の趣旨普及費50万2,000円の増額は、需用費で介護保険にかかわる全戸配布用のパンフレットの印刷費を見込むものです。

次の地域支援事業費では、介護予防事業費のうち一次予防事業費87万8,000円の増額は、過年度都補助金の額の確定による返還金です。

７ページをお開きください。諸支出金、一般会計繰出金87万8,000円の減額は、ただいまの地域支援事業費、一般予防事業費の増額に伴い一般会計への繰出金をその分減ずるものでございます。

８ページにつきましては、一般職の給与費明細書となっております。職員給与、手当等をそれぞれ調整をさせていただいたものでございます。

以上をもちまして、議案第61号　平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）及び議案第62号　平成23年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算（第２号）についての説明を終わります。

○議長（清水　典子君）　以上で議案第61号及び議案第62号の説明は終わりました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時５分から再開といたします。

午前10時50分　休憩

午前11時03分　再開

○議長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、議案第63号についての説明を求めます。地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　議案第63号　平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第２号）についてご説明申し上げます。

　初めに、奥多摩町の下水道につきましては、現在、小河内処理区と奥多摩処理区の２系統で下水処理を行っております。小河内処理区では、奥多摩湖から上流、山梨県鴨沢地区までの下水処理を、奥多摩湖眼下にあります小河内浄化センターで、平成10年度から汚水を浄化し、水根沢に放流しております。

　また、奥多摩処理区につきましては、川井地区から境の桧村地区までの区域の下水処理計画の中で、平成18年度から下水道工事に着手し、平成21年７月１日に供用開始しております。川井地区、小丹波地区、棚沢地区の汚水を集めまして、青梅市を通過し、昭島市にあります多摩川上流水再生センターで浄化し、多摩川に放流しております。

下水道区域外につきましては、市町村型合併浄化槽で浄化し、河川に放流しています。この浄化槽の維持管理は、すべて当町が適正に管理しております。

また、奥多摩処理区は、本年度、大丹波地区の一部と白丸地区全域の下水道工事を実施中で、平成24年度は大丹波地区及び大氷川地区全域の工事を予定しております。この事業での長期債の利子の調整と維持管理費の調整を、今回補正で見込んでおります。

それでは、お手元の資料の５ページをお開きください。歳入になります。

款05の繰入金、一般会計繰入金140万4,000円の減につきましては、歳出でもご説明いたしますけれども、奥多摩処理区の維持管理の減によるものと長期債利子分の増によるものでございます。

次に６ページをご覧ください。款01総務費の一般管理費4,000円の減につきましては、職員手当の調整と、維持管理費750万円の減はポンプ設備の保守点検費の額の確定によるものでございます。

次の事業費１万2,000円の減につきましては、下水道事業費の奥多摩処理区の職員手当の調整と、次の公債費611万2,000円の長期債利子増で、奥多摩処理分の事業費の増と流域下水道費負担金浄化槽分の減を見込んでおります。

次の７ページをお願いいたします。給与費明細書につきましては、先ほどの職員手当の１万6,000円減の明細でございます。

　以上で、議案第63号　平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第２号）の説明を終わります。

○議長（清水　典子君）　以上で議案第63号の説明は終わりました。

　次に、議案第64号についての説明を求めます。病院事務長。

○病院事務長（川村　文雄君）　それでは、議案第64号　平成23年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計補正予算（第１号）につきましてご説明申し上げます。

　病院事業会計は地方公営企業法に基づき、収益的収入及び支出と資本的収入及び支出の２つに分けて合計されています。

　まず、収益的収入及び支出につきましては、事業年度の経営活動に伴い発生が予想されるすべての収益と、それに対応するすべての事業に、地方公営企業法施行規則別表第５号の予算様式の第３条に示されています。このことから３条予算ともいわれております。

　次に、資本的収入及び支出についてですが、こちらは、将来の経営活動に備えて行う建設改良費及び企業債償還金等の支出と、その財源となる収入についてになります。資本的収入及び支出は、地方公営企業法第５条の予算様式の第４条に示されていることから、４条予算とも呼ばれております。

今回の補正につきましては、収益的収入及び支出の３条予算の収支について、それぞれ200万円の増額を、資本的収入及び支出の第４条予算については、支出を830万円減額の補正をお願いするものでございます。

１ページをお開きください。収益的収入及び支出の３条予算の実施計画でございます。収入でございますが、200万円増額し４億9,400万円とするものです。

内容につきましては、１の企業収益３億2,733万3,000円を167万7,000円増額し３億2,894万円にするものです。内訳は、入院収益で154万1,000円を減額、外来収益で314万8,000円を増額するもので、それぞれの見込変更によるものでございます。

次に、２の医業外収益ですが、その他医業外収益で48万4,000円を見込変更により増額し、１億6,505万1,000円とするものです。

次に、３の特別利益ですが、過年度損益修正益を９万1,000円減額の9,000円になります。内訳につきましては、入院収益４万1,000円、外来収益で５万円をそれぞれ減額するものです。

２ページをお願いいたします。支出でございますが、200万円を増額し、４億9,400万円とするものです。

内容につきましては、１の医業費用で137万2,000円を追加し4億8,615万8,000円とするものです。

内訳ですが、１の給与費総額1,917万円減額になります。こちらは、給料572万1,000円減、手当1,179万3,000円減、賃金26万円減、法定福利費139万6,000円減になります。いずれも職員数が減ったことによる減額でございます。

次に、２の材料費ですが、69万1,000円増額になります。5,757万1,000円になります。診療材料費で50万円、給食材料費で19万1,000円をそれぞれ見込みの増加により増額するものでございます。

次に、３の経費ですが、1,991万9,000円を増額し、１億4,202万3,000円とするものです。

内訳ですが、福利厚生費見直しにより２万2,000円減、報償費、開催減により９万8,000円減、燃料費、単価改正により67万6,000円増、印刷製本費、診療記録用紙印刷などで20万円増、役務費、浄化処理場の関係で10万円の減、保険料、掛け金見直しで４万1,000円の減。

３ページをお願いいたします。賃借料、医療機器見直しにより120万円減、次の委託料2,031万7,000円の増額につきましては、経費節減のため職員を減らし、委託契約に変えたことによるものです。諸会費18万7,000円増につきましては、会則変更によるものです。

次に、６の研究研修費ですが、旅費の６万8,000円の減ですが、研修会が中止になったためでございます。

次に、２の医業外費用30万円の減額です。611万円となります。

内訳ですが、患者外給食材料費の減によるものです。

次に、３の特別損失113万5,000円増額の143万5,000円となります。

内訳ですが、過年度損益修正損の入院損失122万9,000円と、外来損失で９万4,000円減になります。いずれも診療報酬によるものです。

４ページをお願いいたします。資本的収入及び支出の第４条予算についてでございます。

収入につきましては、今回補正がありませんので、支出についての内訳になります。5,807万2,000円を830万円減額の4,977万2,000円とするものです。

内容ですが、１の建設改良費の１建物及び付帯設備工事費の中の建設改良工事費でエレベーター交換工事の額の確定による880万円減額、次の２の固定資産購入費の備品購入費で50万円増額になりますが、これにつきましては、全自動血圧計、Ｘ線画像保存機器の購入を見込むものでございます。

５ページをお願いいたします。資金計画でございますが、表の中央、当年度予算額が受入資金が５億5,544万5,000円で、支払資金が５億1,812万円で、差し引き3,732万5,000円となる予定でございます。

次の６ページをご覧ください。給与の明細表になっております。これにつきましては、職員数を減らした関係の内訳になってございます。

７ページ以降につきましては、予定貸借対照表でございますが、説明は省略させていただきますのでよろしくお願いいたします。

以上で議案第64号の説明を終わります。

○議長（清水　典子君）　以上で議案第64号の説明は終わりました。

　以上で全議案の説明は終わりました。

　これより質疑に入ります。議案59号については歳入歳出それぞれを一括して質疑を行い、議案第60号から議案第64号までについては、歳入歳出含めて一括して行います。

初めに、議案第59号の歳入の質疑を行います。質疑があればお願いします。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第59号の歳入の質疑を終結します。

　次に、議案第59号の歳出の質疑を行います。質疑があればお願いします。７番師岡伸公委員。

○７番（師岡　伸公君）　７番師岡です。よろしくお願いします。

　初めに10ページ、総務費の中で職員採用試験の委託料とございます。今回、採用試験をやられたということだと思いますが、試験の内容、応募者等を、もし差し支えない範囲で教えていただければと思います。よろしくお願いします。

○議長（清水　典子君）　総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　それでは、７番師岡委員のご質問にお答えをいたします。

　今回の職員採用試験につきましては、平成24年度４月採用予定者の試験を実施いたしました。応募総数は227名。11月３日に試験を実施いたしました。受験者数につきましては、キャンセルが49名おりました関係で178名が受験をされました。

　この試験は日本人事試験センターにお願いをして、一般教養、事務適正、対人適応の試験をお願いし、採点一式をお願いしております。

　また、町では特別に論文試験を行わせていただきまして、ここで１次選考を終わったところでございます。２次につきましては１月中を予定しております。

　以上でございます。

○議長（清水　典子君）　ほかに質疑はありませんか。12番前田悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　20ページ、木質チップ運搬用ダンプということで560万円計上されております。当然、内部で業者の方から運搬してもらう費用、それからこちらでこれを購入してやった方が効率的だという検討は十分されたと思います。また、東京都からの補助金も全額出るように申請もされたという話を聞きましたので問題はないんですが、一応これの用途といいますか、運搬だけに使うのか、それともほかのことにも何か目的があるのかどうかをお聞きしたいと思います。以上です。

○議長（清水　典子君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　12番前田委員のご質問にお答えいたします。

　木質チップ運搬用のダンプの購入の関係でございますが、現在考えております回数等でございますが、１週間のうちに３日程度、かつ１日に２、３回程度はチップを運搬しなければならないと考えております。現在つくっていますチップボイラーのサイロ、チップを貯めておく貯蔵所でございますが、19立米を考えております。ボイラー自体は１日に大体６立米燃焼するという予定でございますので、単純に考えますと、１回満タンにして３日程度もつんですが、あくまで計算上ということでございます。そのようなことを考えていきますと、１週間に２、３日は運ばなければならないかなと。

　なおかつ今回購入する予定のダンプですが、２トン車ということで、満載しまして５立米を予定していますので、５立米で19立米をいっぱいにするということを考えますと、単純に４回なんですが、まるっきり空という状況で補充するということは考えられませんので、一般的には２、３回運ぼうかなと考えております。

　また用途ですが、運搬用のほかに、今、町の方で検討をしております間伐材の利用等、こういう部分でも使えると思いますし、また場合によりましてはクリーンセンター等の、形はクリーンセンターと同じ形ですので、クリーンセンター等で車等が不足する場合には、そういうところで活用できるのかなというようなことを考えております。

　いずれにしましても、詳しいことは今後、検討させていただきたいと思います。

　以上でございます。

○議長（清水　典子君）　ほかに。１番石田芳英委員。

○１番（石田　芳英君）　11ページでございますけれども、奥多摩湖愛護会に関しまして、基本財産500万円を寄附を受けて、町の3,000万円を足して3,500万円で仮称の小河内振興財団の設立をなされるということでございますけれども、奥多摩湖愛護会は、ほかにも有形固定資産とか権利の無形固定資産とか人員とかあるかと思うんですけれども、そういう点につきましては、今後どのようなことになるか、ちょっとお伺いします。

○議長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　１番石田委員のご質問にお答えします。

　おっしゃるとおりに、奥多摩湖愛護会では、現金並びに温泉の権利等を今保有しております。愛護会の定款によりまして、解散により会の財産につきましては、公益団体あるいは地方公共団体に寄附するということから、今回の解散に伴ってこれらの会の財産はすべて町の方に寄贈されることになります。

　以上です。

○議長（清水　典子君）　ほかに。10番竹内和男委員。

○10番（竹内　和男君）　27ページの災害復旧費ですけれども、今年は台風12号を始め、かなりの災害があって大変だったと思いますが、現在、梅沢橋が通行止めになっておりますけれども、この状況がわかりましたら教えてください。

○議長（清水　典子君）　地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　10番竹内委員のご質問にお答えいたします。

　梅沢橋は、現在、通行止めになっておりまして、右岸側の橋台の下が多摩川になりますけれども、幅20メートル、高さ10メートルの崩壊がございまして、橋台の下がえぐれた状態で現在推移しているということでございます。そのまま通行はちょっと非常に危険だということと、いつ橋台まで影響が及ぶかということで現在、通行止めにしておりますけれども、現在、それにつきまして検討しておりまして、あの橋自体がもう相当老朽化しているということで、つくられたのは昭和の30年後半から40年頃ということでございます。その後、昭和54年頃に柱にひびが入りまして、それを鉄板で補強したということで、そのまま現在に至っているんですけれども、橋自体、ロープ、それから板、吊り柵等が当初のままでおりますので、その維持管理費も含めて、今、どのようにするか検討中でございます。

　いずれにしろ、昔は梅沢地区の足になる通路でございましたので、今現在は、新しい奥多摩大橋が完成しておりますので、梅沢地区の方々はほとんど奥多摩大橋を使っているということで、あの橋自体をご利用している方につきましては、キャンプ場関係のお客様、それが年間に約、情報ですけれども、200名ぐらい通過しているというふうなお話がございました。

　あとは、地域の方で散歩で通過しているという方が通名おるということと、キャンプ場以外に下に駐車場をお持ちの方通勤でご利用されているということで、是非残していただきたいというお話もございますけれども、経費もかかるということでございますので、今後その辺につきましても、十分検討して、いろんなお話を伺いながら対応していきたいと考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。

○議長（清水　典子君）　ほかに質疑はありませんか。６番村木征一委員。

○６番（村木　征一君）　11ページの、先ほど仮称の小河内振興財団の出捐金のところでございますけれども、現在、愛護会には職員がいるわけでございますけれども、その職員の人たちは、この小河内振興財団の方へ当然行くということになるんだろうと思いますけれども、そういう考えでいいのかどうか教えていただきたいと思います。

○議長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　現在、職員の方が、決算書上における人数ですけれども、社員の方が９名、パートの方が４名となっておりますけれども、そのまま雇用は確保する予定でございます。

○議長（清水　典子君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第59号の歳出の質疑並びにすべての質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第３　議案第59号について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第59号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第60号の質疑を行います。質疑があればお願いします。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第60号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第４　議案第60号について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第60号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第61号の質疑を行います。質疑があればお願いします。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第61号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第５　議案第61号について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第61号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第62号の質疑を行います。質疑があればお願いします。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第62号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第６　議案第62号について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第62号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第63号の質疑を行います。質疑があればお願いします。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第63号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第７　議案第63号について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第63号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第64号の質疑を行います。質疑があればお願いします。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第64号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第８　議案第64号について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第64号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　以上で本日の日程はすべて終了しました。

これをもって連合審査会を閉会とします。長時間ご苦労さまでした。

午前11時32分　閉議・閉会

　地方自治法第１２３条第２項の規定により、ここに署名する。

　　　　　　　　奥多摩町議会議長
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